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Ⅰ．予算配分方針 
 

１．配分方針 

 

気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等に対応するため、「流域治水

の加速化・深化」、「強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進」、「ダム等に

おける GX や下水汚泥資源の活用の推進」、「流域における良好な自然環境や水辺

環境の創出による地域活性化の推進」、「老朽化対策等による持続可能なインフ

ラメンテナンスサイクルの実現」、「水分野における DX の推進」、「上下水道施設

の強靱化」、「地震・津波対策の推進と災害対応力の強化」に重点的に取り組み、

必要な予算を配分。 
 

 

２．配分事業費 

 
11,615 億円 

 

※ 他に災害復旧関係事業（復興庁一括計上分を除く）として、直轄 185 億円、補

助 186 億円（国費ベース）がある。 
※ 他に災害復旧関係事業（復興庁一括計上分）として、補助 116 億円（国費ベー

ス）がある。 
※ 他に国庫債務負担行為（ゼロ国債：平準化等）として、直轄 550 億円がある。 
※ 上記以外に省全体で社会資本整備総合交付金（国費 4,597 億円）防災・安全交付

金（国費 8,529 億円）があり、地方の要望に応じて水管理・国土保全局関係事業

に充てることができる。 
※ 上記以外に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、省全体で社会資

本整備総合交付金（国費 13 億円）があり、地方の要望に応じて水管理・国土保

全局関係事業に充てることができる。 
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Ⅱ．予算配分総括表 
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Ⅲ．主要項目別概要 

 
配分方針 

（１）流域治水の加速化・深化 

流域治水の加速化・深化 

・ 気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、事前防災対策を加速す

るとともに、避難体制の強化、水害リスクを踏まえたまちづくりや住まい方の工

夫などあらゆる関係者が協働し、流域全体でハード・ソフト一体となった対策を

総動員する「流域治水」を推進するために必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 河道掘削や堤防整備等の河川整備 

・ 特定都市河川流域における浸水被害軽減対策 

・ 近年災害に対する再度災害防止対策 

・ 本体工事等による着実なダム事業の推進 

・ 居住を誘導する区域や重要な地域インフラを保全する箇所における土砂災害対策 

・ 海岸保全施設、雨水排水施設の整備 

 

（２）流域総合水管理の推進 

 ① 積極的な水利用の推進 

強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 

・ 国民生活を支えるライフラインである上下水道について、浄水場や送水管、下水

処理場などのシステムの急所となる基幹施設の耐震化、重要管路の老朽化対策、

基盤強化を図るための広域連携や官民連携の取組等を支援し、強靱で持続可能な

上下水道システムの構築を推進するために必要な予算を配分。 

 

ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進 

・ 国際的な脱炭素化及び気候変動への適応を促進するため、ダム運用の高度化等によ

り治水機能の強化と水力発電の促進を両立させるハイブリッドダムの取組や、下水

道事業者による創エネ施設の導入への支援等、インフラ分野における GX を推進する

ために必要な予算を配分。 

 

② 流域環境の魅力や価値の向上 

流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 

・ かわまちづくりによる賑わいある良好な水辺空間の創出や河川を基軸とした生態

系ネットワークの形成などにより、地域活性化を推進するために必要な予算を配

分。 
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（３）流域総合水管理を横断的に支える取組 
 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクル
の実現 

・ 予防保全によるライフサイクルコストの縮減・平準化を図るため、長寿命化計画

に基づく定期点検等により確認された修繕・更新が必要な施設への対策を加速す

るとともに、新技術の積極的な活用等により効率的かつ持続可能なメンテナンス

サイクルを推進するために必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 河川管理施設やダム管理施設の維持管理 

・ 背後地に多くの資産を抱える水門等の修繕・更新 

・ 重要な地域インフラを保全する砂防堰堤等の改築 

・ 海岸保全施設の老朽化対策、施設機能の向上 

 

水分野における DX の推進 

・ 情報分野での流域治水の取組を加速するとともに、流域全体での防災・減災対策

の飛躍的な高度化を推進するために必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 本川・支川が一体となった洪水予測による予測精度の向上 

・ デジタル技術の活用・新技術の導入等による災害時の情報集約の高度化 

・ 火山噴火に起因する土砂災害対策の迅速化 

・ サイバー空間上の実証実験基盤の整備 

 

（４）南海トラフ地震等の大規模災害への対応 

上下水道施設の強靱化 

・ 令和６年能登半島地震において、上下水道施設の甚大な被害により大規模な断水が

発生したことをふまえ、上下水道施設の耐震化や、給水車の配備などによる災害時

の代替性・多重性の確保を推進するために必要な予算を配分。 

 

地震・津波対策の推進と災害対応力の強化 

・ 南海トラフ地震等の大規模地震に備えた河川・砂防・海岸関係施設の地震・津波対

策を推進するとともに、災害対策用機械の維持更新等による災害対応力の強化を推

進するために必要な予算を配分。 
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Ⅳ．都道府県別等配分額 
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Ⅴ．新規事業 
 
１．河川事業 

[ 直轄事業 ] 

実 施 主 体 水 系 名 等 河 川 名 等 所  在  地 

（総合水系環境整備事業：１箇所） 

九州地方整備局 小丸川 小丸川 宮崎県高鍋町
たかなべちょう

 

 

 

 [ 補助事業 ] 

実 施 主 体 水 系 名 等 河 川 名 等 所  在  地 

（大規模特定河川事業：４６箇所） 

兵庫県 武庫川
む こ が わ

 武庫川
む こ が わ

 尼崎市
あまがさきし

等 

北海道 石狩
いしかり

川
がわ

 富良野
ふ ら の

川
がわ

 上富良野町
か み ふら のち ょ う

 

福井県 井
い

の口
くち

川
がわ

 井
い

の口
くち

川
がわ

 敦賀市
つ る が し

 

   ほか 

（事業間連携河川事業：５箇所） 

神奈川県川崎市
かわさきし

 多摩
た ま

川
がわ

 平瀬
ひ ら せ

川
がわ

 川崎市
かわさきし

 

   ほか 

（河川メンテナンス事業：４９箇所） 

茨城県 利根川
と ね が わ

 谷田川
や た が わ

 龍ケ崎市
りゅうがさきし

 

佐賀県 六角
ろっかく

川
がわ

 須
す

古川
こ が わ

 白石町
しろいしちょう

 

高知県 新川
しんかわ

川
がわ

 派
は

川
せん

甲
こう

殿
とう

川
がわ

 高知市
こ う ち し

 

   ほか 

（特定都市河川浸水被害対策推進事業：１５箇所）  

千葉県 一
いち

宮 川
のみやがわ

 一
いち

宮 川
のみやがわ

 茂原市
も ば ら し

等 

山形県 最上
も が み

川
がわ

 大旦
おおだん

川
がわ

 村山市
むらやまし

等 

広島県 江
ごう

の川
かわ

 江
ごう

の川
かわ

 安芸
あ き

高田
た か た

市
し

 

   ほか 
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２．ダム事業 
[ 直轄事業 ] 

実 施 主 体 水 系 名 事 業 名 所  在  地 

（河川総合開発事業：１箇所） 

中国地方整備局 旭 川
あさひがわ

水系 旭 川
あさひがわ

ダム再生 
岡山県岡山市

おかやまし

 
岡山県加賀郡

か が ぐ ん

吉備
き び

中 央 町
ちゅうおうちょう

 
※建設段階に移行。 

 

 
３．砂防事業 

[ 直轄事業 ] 

実 施 主 体 地 区 名 等 所  在  地 

（砂防事業：１箇所） 

中国地方整備局 瀬
せ

野川
の が わ

水系 広島県
ひろしまけん

広島市
ひろしまし

 

（地すべり対策事業：１箇所） 

北海道開発局 手稲
て い ね

山
やま

地区 北海道
ほっかいどう

札幌市
さっぽろし

 

 

 

[ 補助事業 ]  
実 施 主 体 地 区 名 等 所  在  地 

（特定緊急砂防事業：３箇所） 

熊本県 大谷川
おおたにがわ

 八代市
やつしろし

 

         ほか 

（特定緊急地すべり対策事業：１５箇所） 

石川県 奥
おく

能登
の と

地区 輪島市
わ じ ま し

 

   ほか 
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実 施 主 体 水 系 名 等 渓 流 名 等 所  在  地 

（大規模特定砂防等事業：２１箇所） 

山形県 日向
にっこう

川
がわ

 荒瀬
あ ら せ

川
がわ

 酒田市
さ か た し

 

静岡県 烏
からす

川
がわ

 烏
からす

川
がわ

 伊東市
い と う し

 

   ほか 

（事業間連携砂防等事業：９８箇所） 

奈良県 大和
や ま と

川
がわ

 吉隠
よなばり

南 谷
みなみだに

 桜井市
さくらいし

 

徳島県 那賀川
な か が わ

 長安
ながやす

 那賀町
なかちょう

 

   ほか 

（まちづくり連携砂防等事業：３２箇所） 

宮城県 ― 浦
うら

宿
しゅく

地区 女川町
おながわちょう

 

山口県 木屋
こ や

川
がわ

 豊田町
とよたちょう

矢田
や た

（二
に

）（3）渓 流
けいりゅう 下関市

しものせきし

 

   ほか 

 
４．海岸事業  

[ 補助事業 ] 
  

実 施 主 体 地 区 名  所  在  地 

（津波対策緊急事業：１箇所） 

愛知県 豊橋
とよはし

海岸杉
すぎ

山
やま

地区（１工区） 豊橋
とよはし

市
し

 

（海岸保全施設整備連携事業：１箇所） 

三重県 千里
ち さ と

地区海岸 津
つ

市
し
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５．水道・下水道事業 

実 施 主 体 地 区 名 等 所  在  地 

（上下水道一体効率化・基盤強化推進事業：１０９箇所） 

静岡県藤
ふじ

枝
えだ

市
し

 藤
ふじ

枝
えだ

市
し

官民連携等基盤強化推進事業 藤
ふじ

枝
えだ

市
し

 

長崎県長崎市
ながさきし

 長
なが

崎
さき

市
し

汚泥資源肥料利用推進事業 長
なが

崎
さき

市
し

 

  ほか 

（簡易水道等施設整備費補助事業：５８箇所） 

大分県宇佐市
う さ し

 宇佐市
う さ し

（安心院町
あ じ む ま ち

）生活基盤近代化事業 宇佐市
う さ し

 

  
ほか 

（水道施設機能維持整備事業：６箇所） 

神奈川県小田原市
お だ わ ら し

 小田原市
お だ わ ら し

水道施設機能維持整備事業 小田原市
お だ わ ら し

 

  ほか 

（水道基幹施設耐震化事業：２３箇所） 

愛媛県宇和島市
う わ じ ま し

 宇和島市
う わ じ ま し

水道基幹施設耐震化事業 宇和島市
う わ じ ま し

 

  ほか 

（高度浄水施設等整備事業：１０箇所） 

岐阜県各務原市
かかみがはらし

 各務原市
かかみがはらし

高度浄水施設等整備事業 各務原市
かかみがはらし

 

  ほか 

（水道施設リダンダンシー強化事業：１箇所） 

山形県白鷹町
しらたかまち

 白鷹町
しらたかまち

水道施設リダンダンシー強化事業 白鷹町
しらたかまち

 

（重要水道管路更新事業：６箇所） 

新潟県新潟市
にいがたし

 新潟市
にいがたし

重要水道管路更新事業 新潟市
にいがたし

 

  ほか 

（水道広域連携推進事業：１箇所） 

山形県庄 内
しょうない

広域
こういき

 
水道
すいどう

企業団
きぎょうだん

 

庄 内
しょうない

広域
こういき

水道
すいどう

企業団
きぎょうだん

 
水道広域連携推進事業 

鶴岡市
つるおかし

、酒田市
さ か た し

、

庄内町
しょうないまち
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（民間活力イノベーション推進下水道事業：１箇所） 

山口県 周
しゅう

南
なん

市
し

 
周

しゅう

南
なん

市
し

民間活力イノベーション 

推進下水道事業 
周

しゅう

南
なん

市
し

 

（下水道広域連携推進事業：２箇所） 

福岡県北 九 州
きたきゅうしゅう

市
し

 北九州
きたきゅうしゅう

市
し

・芦屋
あ し や

町
まち

下水道広域連携推進事業 

（北九州市） 
北 九 州
きたきゅうしゅう

市
し

 

福岡県芦屋
あ し や

町
まち

 北九州
きたきゅうしゅう

市
し

・芦屋
あ し や

町
まち

下水道広域連携推進事業 

（芦屋町） 
芦屋
あ し や

町
まち

 

（下水汚泥肥料化推進事業：２箇所） 

宮城県 みやぎ県北広域汚泥肥料化事業 宮城県 

兵庫県神戸
こ う べ

市
し

 東 灘
ひがしなだ

処理場 リン回収施設整備事業 神戸
こ う べ

市
し

 

（下水道脱炭素化推進事業：４箇所） 

千葉県千葉
ち ば

市
し

 南部
な ん ぶ

浄化センター下水汚泥固形燃料化事業 千葉
ち ば

市
し

 

  ほか 

（大規模雨水処理施設整備事業：４８箇所） 

群馬県前橋
まえばし

市
し

 前
まえ

橋
ばし

処理区大規模雨水処理施設整備事業 前橋
まえばし

市
し

 

奈良県大和高田
や ま と た か だ

市
し

 高
たか

田
だ

川
がわ

排水区大規模雨水処理施設整備事業 大和高田
や ま と た か だ

市
し

 

  ほか 

（下水道基幹施設耐震化事業：１６箇所） 

福井県敦賀
つ る が

市
し

 敦賀
つ る が

市
し

下水道基幹施設耐震化事業 敦賀
つ る が

市
し

 

  ほか 

（重要下水道管路更新事業：５６箇所） 

東京都八王子
はちおうじ

市
し

 八
はち

王
おう

子
じ

市
し

重要下水道管路更新事業 八王子
はちおうじ

市
し

 

  ほか 

（下水道施設リダンダンシー強化事業：１０箇所） 

埼玉県 
中川
なかがわ

流域下水道施設 
リダンダンシー強化事業（埼玉県） 

埼玉県 

  ほか 
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 Ⅵ．配分箇所の具体事例 
 

 １．河川事業 
都道府県名 箇 所 名 配 分 額 

（百万円） 
事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

奈良県 

（安堵町
あんどちょう

等） 

大和
や ま と

川
がわ

水系 

大和川 

（流域治水整備 

事業） 

2,541 
河川からの氾濫による浸水被害を防

止するため、遊水地整備等を実施し、

早期に地域の安全性の向上を図る。 

三重県 

（桑名市
く わ な し

、 

木曽岬町
きそさきちょう

等） 

木曽川
き そ が わ

水系 

木曽川下流 

（一般河川改修 

事業） 

1,985 

南海トラフ地震などの大地震による

被害軽減するため、河川堤防の地震・

津波対策等を実施し、早期に地域の安

全性の向上を図る。 

大阪府 

（大阪市
おおさかし

） 

淀川
よどがわ

水系 

寝屋川
ね や が わ

 

大規模特定河

川事業 

2,030 
淀川水系寝屋川において、大規模特

定河川事業による集中的な河川改修に

より早期に浸水被害の軽減を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

新潟県 

（新潟市
にいがたし

） 

信濃
し な の

川
がわ

水系 

信濃川 

河川工作物 

関連応急対策

事業 

61 

信濃川水系信濃川において、老朽化

した新潟大堰のゲート設備の機能改善

等を実施し、地域の安全性の向上を図

る。 

新潟県 

（新潟市
にいがたし

） 
新潟県 

河川メンテナン

ス事業 

50 

信濃
し な の

川
がわ

水系通
つう

船川
せんがわ

において、老朽化

した山の下
やま した

閘門排水機場の水門やポン

プ設備の更新等を実施し、早期に地域

の安全性の向上を図る。 

  

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 
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流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 

宮崎県 

（高鍋町
たかなべちょう

） 

小丸川
お ま る が わ

 

総合水系 

環境整備事業 

45 

小丸川水系小丸川において、多様な

主体と連携した魅力ある水辺空間を創

出するため、活動拠点となる高水敷の

整正等を実施し、地域活性化を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 

 
 

２．ダム事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 
 

岡山県 

（岡山市
おかやまし

、 

加賀郡
か が ぐ ん

吉備
き び

中 央 町
ちゅうおうちょう

） 

旭 川
あさひがわ

水系 

旭 川
あさひがわ

 

旭川ダム再生 

事業 

648 
旭川水系旭川において、旭川ダム再

生事業を推進し、早期に地域の安全性

の向上を図る。 

青森県 

（青森市
あおもりし

） 

堤
つつみ

川
がわ

水系 

駒込
こまごめ

川
がわ

 

駒込ダム建設 

事業 

1,861 
堤川水系駒込川において、駒込ダム

建設事業を推進し、早期に地域の安全

性の向上を図る。 

大規模地震に備えた河川管理施設・海岸保全施設の地震・津波対策 

広島県 

（広島市
ひろしまし

） 

太田
お お た

川
がわ

水系 

太田
お お た

川
がわ

 

高瀬
た か せ

堰 

堰堤改良事業 

24 
太田川水系太田川の高瀬堰におい

て、耐震対策工の整備を推進し、早期

に地域の安全性の向上を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

千葉県 

（印西市
いんざいし

等） 

利根川
と ね が わ

水系 

利根
と ね

川
がわ

 

北
きた

千葉
ち ば

導水路 

堰堤改良事業 

65 

利根川水系利根川の北千葉導水路に

おいて、老朽化対策を実施することに

より、早期に地域の安全性の向上を図

る。 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 
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大分県 

（佐伯市
さ い き し

等） 

大分県 

ダムメンテナン

ス事業 

471 

番匠
ばんじょう

川
がわ

水系堅田
か た だ

川
がわ

の黒沢
く ろ さ わ

ダム等にお

いて、流水管理の高度化等を計画的・集

中的に実施し、早期に地域の安全性の

向上を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費（ダム（直轄事業）は利水者負担金を含む）である。 
 
 
３．砂防事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

北海道 

（札幌市
さっぽろし

） 

手稲
て い ね

山
やま

地区直

轄地すべり対

策事業 

410 

手稲山地区において、札樽自動車道、

国道 5 号、JR 函館本線等を土砂災害か

ら守るため、地すべり防止施設を整備

し、早期に地域の安全性の向上を図る。 

石川県 

（輪島市
わ じ ま し

） 

奥能登
お く の と

地区 

特定緊急地す

べり対策事業 

70 

令和６年能登半島地震で発生した大

規模な地すべりにより甚大な被害が生

じた奥能登地区において、再度災害防

止を図るため、集中的・重点的に地す

べり対策を実施し、早期に地域の安全

性の向上を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

 

鹿児島県 

（鹿児島市
か ご し ま し

） 

桜 島
さくらじま

 

直轄砂防管理 
1,338 

桜島において、大量の土砂流出によ

り摩耗した砂防施設の補修や除石を実

施し、砂防施設の機能を維持すること

で、地域の安全性を確保する。 

 

山梨県 

（ 南
みなみ

アルプス

市
し

等） 

山梨県 

砂防メンテナ

ンス事業 

787 
山梨県内の砂防関係施設について、

老朽化対策を計画的・集中的に実施し、

早期に地域の安全性の向上を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 
  

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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４．海岸事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

宮城県 

（山元町
やまもとちょう

） 

仙台
せんだい

湾
わん

南部
な ん ぶ

 

海岸 

海岸保全施設 

整備事業 

1,002 

仙台湾南部海岸において、突堤や

養浜の整備を計画的・集中的に実施

することにより、早期に高潮・越波等

から地域の安全性の向上を図る。 

地震・津波対策の推進 

高知県 

（香南市
こうなんし

） 

高知海岸 

海岸保全施設 

整備事業 

1,367 
の内数 

高知海岸において、香南工区（香南

市）の海岸堤防の地震・津波対策を計

画的・集中的に実施することにより、

早期に津波等から地域の安全性の向

上を図る。 

愛知県 

（豊橋
とよはし

市
し

） 

豊橋
と よ は し

海岸 

杉
すぎ

山
やま

地区 
（１工区） 

津波対策緊急 

事業 

400 

豊橋海岸において、耐震対策を計

画的・集中的に実施することにより、

早期に津波等から地域の安全性向上

を図る。 

老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

北海道 

（函館
はこだて

市等） 

北海道 

海岸メンテナ

ンス事業 

200 

北海道内の海岸保全施設につい

て、老朽化対策を計画的・集中的に実

施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 
  

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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５．水道・下水道事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

 流域治水の加速化・深化 

熊本県 

（荒尾
あ ら お

市
し

） 

万田排水
まんだはいすいく

区等 
大規模雨水処

理施設整備事

業 

407 
荒尾市大島雨水ポンプ場の排水能力増

強を目的とした増設工事を実施し、浸水被

害の軽減を図る。 

強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 

山形県 

（庄 内
しょうない

広域
こういき

水道
すいどう

企業団
きぎょうだん

） 

庄 内
しょうない

広域
こういき

水道
すいどう

企業団
きぎょうだん

 
水道広域連携

推進事業 

802 

庄内広域水道企業団（構成市町：鶴岡

市、酒田市、庄内町）において、水道事

業の統合によるスケールメリットを活

かして経営基盤を強化し、水道インフラ

の持続性を確保する。 

埼玉県 

中川
なかがわ

流域 

下水道施設リ

ダンダンシー

強化事業 

1,000 

埼玉県八潮市で発生した道路陥没事

故の対策として、中川流域における災

害・事故後に迅速に機能を確保すること

容易ではない重要管路の複線化を行い、

リダンダンシー機能の確保を図る。 

ダム等における GX や下水汚泥資源の活用の推進 

兵庫県 
兵庫東
ひょうごひがし

流域下

水汚泥広域処

理場脱炭素化

推進事業 

6,059 

下水汚泥のエネルギー有効利用を推

進するため、バイオガス化及び固形燃料

化に向けた施設の整備を行い、早期に地

域の脱炭素化を図る。 

上下水道施設の強靱化 

 
愛媛県 

（宇和島市
う わ じ ま し

） 

宇和島市
う わ じ ま し

 
水道基幹施設

耐震化事業 

79 

令和６年能登半島地震を受け、宇和島

市においても、上下水道耐震化計画を策

定し、急所施設である導水管・送水管の

耐震化を計画的に進める。 

 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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参考資料 配分箇所の具体事例 
 
（１）流域治水の加速化・深化 

流域治水の加速化・深化 
・［直轄］大和川水系大和川 流域治水整備事業 …別紙１ 
・［直轄］旭川水系旭川 旭川ダム再生事業 …別紙２ 
・［直轄］瀬野川水系直轄砂防事業 …別紙３ 
・［直轄］手稲山地区直轄地すべり対策事業 …別紙４ 
・［直轄］仙台湾南部海岸 海岸保全施設整備事業 …別紙５ 
・［補助］淀川水系寝屋川 大規模特定河川事業 …別紙６ 
・［補助］堤川水系駒込川 駒込ダム建設事業 …別紙７ 
・［補助］奥能登地区特定緊急地すべり対策事業 …別紙８ 
・［補助］万田排水区等大規模雨水処理施設整備事業 …別紙９ 

 

（２）流域総合水管理の推進 

① 積極的な水利用の推進 

強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 
・［補助］庄内広域水道企業団 水道広域連携推進事業 …別紙１０ 
・［補助］中川流域下水道施設リダンダンシー強化事業 …別紙１１ 

 

ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進 
・［補助］兵庫東流域下水汚泥広域処理場脱炭素化推進事業 …別紙１２ 

 

② 流域環境の魅力や価値の向上 

流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 
・［直轄］小丸川総合水系環境整備事業 …別紙１３ 

 

（３）流域総合水管理を横断的に支える取組 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

・［直轄］信濃川水系信濃川 河川工作物関連応急対策事業 …別紙１４ 
・［補助］山梨県砂防メンテナンス事業 …別紙１５ 

 

水分野における DXの推進 

・［直轄］総合流域防災対策事業 …別紙１６ 

 

（４）南海トラフ地震等の大規模災害への対応 

上下水道施設の強靱化 
・［補助］宇和島市水道基幹施設耐震化事業 …別紙１７ 

 

地震・津波対策の推進と災害対応力の強化 
・［補助］太田川水系高瀬堰 堰堤改良事業 …別紙１８ 
・［補助］豊橋海岸杉山地区（１工区） 津波対策緊急事業 …別紙１９ 
・［直轄］災害対策用機械の整備、デジタル技術の活用による TEC-FORCE の災害対応力強化 
 …別紙２０ 



【流域治水の加速化・深化】

流域治水整備事業（大和川水系大和川）

○ 大和川水系大和川等では、高度経済成長期以降に流域の開発が急速に進展。昭和57年8月、平成19年7月及び平成29年

10月洪水の水害など、奈良県域で甚大な浸水被害が繰り返し発生していることから、特定都市河川浸水被害対策法の

改正後、全国初となる特定都市河川の指定を行い「流域治水」を本格的に推進。

○ 令和８年度当初予算により窪田地区の遊水地整備を推進し、流域全体の治水安全度向上を図る。

効 果事業内容

や ま と が わ や ま と が わ

令和８年度配分額（事業費）：２５．４億円
令和８年度実施内容 ：越流堤、周囲堤、付帯施設等

整備計画規模洪水における氾濫解析結果
（現況河道）

近年の中流域～上流域の浸水被害

窪田地区における遊水地整備平面図

大和川水系流域図

遊水地の整備及び下流の河道掘削に

より、大和川の水位低下を図り、氾濫に

よる浸水被害を防止するとともに、内水

を取り込む遊水地とすることで、内水によ

る浸水被害も軽減する。

※上記は昭和57年8月洪水と同規模の洪水が発生した場合、河道掘削と遊水地完成
による水位低減効果のシミュレーション結果を示している。

○河道掘削と遊水地完成による水位低減効果

事業実施前はＨＷＬを0.84m超過
事業実施後はHWL以下で安全に流下

位置図

く ぼ た

河合町

斑鳩町

安堵町

川西町

遊水地（神南（三代川）地区）

遊水地（目安地区）

遊水地（保田地区）
遊水地（窪田地区）

遊水地（唐院地区）

内水浸水範囲

遊水地予定地
遊水地（完成）

＜凡例＞

平成29年10月出水による浸水状況
（大和川30k～35k付近）

（別紙１）

越流堤 1式

樋門付属設備（機械、電気）1式
付帯施設（操作室） N=3箇所

遊水地掘削、周囲堤 V=24千m3

【治水】直轄



旭川ダム再生事業（旭川水系旭川）

○ 令和８年度から新規に建設段階に移行し、ダム建設を推進する。

○ 既存旭川ダムの下流にダムを新設することで、貯水池を有効活用しつつ洪水調節容量を23,000千ｍ3から25,000千ｍ3に増加する。

○ 併せて、放流設備を増強し、事前放流により利水容量の一部を洪水調節へ活用することで、洪水調節機能の向上を図る。

効 果事業内容 令和８年度配分額（事業費）：６．５億円
令和８年度実施内容 ：環境調査、環境影響評価、地質調査、

用地調査、ダム本体実施設計 等

①ダム再生事業前

百間川

旭川

百間川

旭川

②ダム再生事業後

想定被害

(ダム再生事業後)

想定被害

(ダム再生事業前)
項 目

約 33世帯約 63,000世帯浸 水 世 帯

約 19世帯約 27,500世帯内 ) 床 上 浸 水

約 14ha約 2,700ha浸 水 面 積

●旭川水系河川整備計画【大臣管理区間】
（変更）の目標規模（年超過確率1/40確率
相当）の洪水を想定した場合、浸水世帯数
約63,000世帯、浸水面積約2,700haの被害
が想定されるが、旭川ダム再生事業により
浸水被害の軽減がみられる。

貯水池容量配分図

旭川ダム（現行） 旭川ダム（再生後）

堆砂位EL：88.0m

利水容量
28,772千m3

利水容量
28,772千m3

洪水調節容量
23,000千m3

洪水調節容量
25,000千m3

(23,000千m3+2,000千m3)

洪水貯留準備水位 EL：103.5m

洪水時最高水位 EL：110.0m 洪水時最高水位 EL：110.4m

・事前放流により利水容量の
一部を洪水調節へ活用

・河川整備計画においては
4,000千m3を見込む

事業概要図

※河川整備計画完了時点の想定河道でのダム完成前後の比較

あさひがわ

蒜山

真庭市

鏡野町

美咲町

吉備中央町
久米南町

赤磐市岡山市

 

 

 

朝鍋鷲ヶ山
(標高1,081m)

あさなべわしがせん

下流部

中流部

上流部

JR岡山駅

旭川ダム

新庄村

位置図

山口県

広島県

島根県

岡山県

鳥取県

旭川水系

旭川

日本海

瀬戸内海
4.洪水調節方式変更

1.既存貯水池の活用

3.利水容量の活用

2.放流設備の増強
旭川

岡山市
吉備中央町

○場所：（左岸）岡山県岡山市 （右岸）岡山県加賀郡吉備中央町

○目的 洪水調節機能の向上（旭川の洪水被害軽減）、洪水調節容量 23,000 千m3 → 25,000 千m3

事前放流による利水容量の一部活用

○諸元：ダム高 約 48 m、 総貯水容量 約 59,000千m3

かがぐん きびちゅうおうちょう

【流域治水の加速化・深化】 （別紙２）

【治水】直轄



瀬野川水系直轄砂防事業
せ の が わ
【流域治水の加速化・深化】 （別紙３）

【治水】直轄

○ 瀬野川流域は、河川沿いに多数の人家、国道2号・JR山陽本線といった重要交通網や浄水場等のライフライン施設が存在す

ることに加え、自動車関連企業が多数立地しており、土砂・洪水氾濫が発生した場合に甚大な被害が想定される。

○ 令和８年度から新規に直轄砂防事業を実施し、砂防堰堤等の砂防施設を整備することで、土砂・洪水氾濫による被害を軽

減・解消し、地元住民の「いのち」と「くらし」、「産業・なりわい」を保全する。

さ ん よ う ほ ん せ ん

瀬野川流域

広島県

位置図

瀬野川

国道2号

JR山陽本線

瀬野川沿いに、
国道2号、JR山陽本線が並走

対策工イメージ

畑賀地区

上瀬野地区
中野東・瀬野地区

熊野町
海田町

広島市
安芸区

東広島市

国道2号
（東広島・安芸バイパス）

国道2号

JR山陽本線

自動車
関連企業

流域界浄水場

変電所

効 果

土砂・洪水氾濫対策により、人家、国道
２号・JR山陽本線といった重要交通網、
浄水場等のライフライン施設を保全する。

平成30年7月豪雨災害による影響

畑賀川合流点付近の想定氾濫範囲

なか の ひがし せ の

かみ せ の

はた か

JR瀬野駅

榎ノ山川

令和８年度当初

凡例

令和８年度配分額（事業費）：４．１億円

令和８年度実施内容：調査・設計 等

事業内容

瀬野川水系直轄砂防事業における事業概要



手稲山地区直轄地すべり対策事業

○ 手稲山地区は、北海道の中心都市である札幌市に位置し、山麓には手稲市街地及び重要な交通網（札樽自動車道・

国道５号・ＪＲ函館本線）が集中している。大規模な地すべりが発生すると、幹線交通が分断され、地域防災や経

済活動に甚大な影響を及ぼすことが想定されるため、令和８年度から新規着手し、地すべり対策を推進する。

効 果事業内容 令和８年度配分額（事業費）：４．１億円
令和８年度実施内容：調査検討、ボーリング等

【主な対策工（イメージ）】 【対策工イメージ図】

地すべり対策により、手稲市街地及び
札幌市と小樽市を結ぶ重要な交通網

（札樽自動車道・国道５号・ＪＲ函館本線）
を保全する。

井戸と集水ボーリングによって
深い位置の地下水を排除する

地中に設置したパイプによっ
て比較的浅い位置の地下水を
排除する

集水井工 横ボーリング工

抑制工 抑止工

杭を地すべり面より下部に届
くように打ち込み、地すべり
面の抵抗を強める

鋼線等を地すべり面より下
部に届くように定着緊張し、
地すべり面の抵抗を強める

杭工 アンカー工

N

札 幌 市 手 稲 区
（ 市 街 地 ）

地理院地図3Dに加筆【全景：保全対象との位置関係】
手稲山

札樽自動車道

地すべり防止区域

手稲ＩＣ
金山ＰＡ

国道5号

ＪＲ函館本線

稲穂駅

手稲駅

稲積公園駅

手稲山地区直轄地すべり対策事業における事業概要

横ボーリング工

集水井工

杭工

アンカー工

て いねやま

て いねやま

至 小樽市

地すべり防止区域

札樽自動車道

手稲山地区

札幌市

位置図

0 1㎞

国道5号

【流域治水の加速化・深化】 （別紙４）

【治水】直轄



仙
台
湾
南
部
海
岸

５号

３号

１号

Ｓ５号

Ｓ４号

Ｓ３号

Ｓ２号

Ｓ１号

一の沢川→

７号

海岸保全施設整備事業（仙台湾南部海岸）
せ ん だ い わ ん な ん ぶ か い が ん

事業内容
○令和８年度配分額（事業費）：１０．０億円
令和８年度実施内容 ：突堤整備、養浜 等

凡 例

■令和７年度まで

■令和８年度当初

■令和９年度以降

中
浜
工
区

養浜状況

効 果

本事業により、高潮による海岸堤防の破堤
を防止し、浸水による被害から防護する。

田 畑 人家 事務所
事業実施前 277ha 338ha 33戸 24箇所
事業実施後 0ha 0ha 0戸 0箇所

事業実施前 事業実施後

山元町

山元町 山元町

【流域治水の加速化・深化】 （別紙５）

直轄 【海岸】

○宮城県南東部に位置する仙台湾南部海岸は、台風等の高波襲来時に海岸堤防の被害が発生している。

○特に影響が大きい山元海岸中浜工区（山元町）を緊急整備区間とし、早期に地域の安全性の向上を図る必要がある。

○令和８年度は中浜工区の突堤や養浜の整備により、高潮・越波による浸水被害を防止する。

や ま も と な か は ま



大阪市

守口市

寝屋川市

四條畷市

大東市

門
真
市

北部地下河川の完成で浸水被害軽減が見込めるエリア

大規模特定河川事業（淀川水系寝屋川（鶴見調節池））

○ 寝屋川流域は、大部分が低平地であり、雨水が自然に河川へ流れ込まない区域が約3/4を占める。平成24年8月14日には、
寝屋川市で111mm/hを観測するなど局地的な大雨が発生し、床下17,080戸、床上2,554戸の甚大な浸水被害が発生した。

○ 令和８年度当初予算により、北部地下河川整備（鶴見調節池:L=1.7km）を実施し、寝屋川流域の治水安全度向上を早期
に図る。

効 果

位置図

事業内容 令和８年度配分額（事業費）：２０．３億円
令和８年度実施内容 ：セグメント製作 等

凡例

■令和７年度まで

■令和８年度実施

■令和９年度以降

【治水】

N

寝屋川流域

寝屋川北部地下河川

讃良立坑

萱島立坑

北島立坑

古川取水立坑

松生立坑

門真調節池
L=2.9km
Φ5.4m

古川調節池
L=2.0km
Φ7.5m

北島調節池
L=1.7km
Φ5.4m

鶴見調節池
L=1.7km
Φ9.0m

守口調節池
L=3.1km Φ4.9～5.1m

城北立坑
立坑工
Φ28m

守口立坑

鶴見立坑

鶴見調節池

北部地下河川（古川調節池）北部地下河川（古川調節池）

貯留状況

大深度地下使用区間
Ｌ＝0.5km

寝屋川北部地下河川を含めた、【淀川水系寝
屋川ブロック河川整備計画】における事業完
了後、整備計画規模（１/３０）の洪水に対して、
床上浸水の解消を図る。

供用済み区間

床上浸水の解消

床上浸水を約15,700戸解消

床下浸水を約39,000戸軽減

※ 1/30程度の降雨における浸水被害想定

H24年8月14日豪雨（寝屋川市）

※

【流域治水の加速化・深化】 （別紙６）

補助
ね や が わよ ど が わ つ る み



【治水】駒込ダム建設事業（堤川水系駒込川） （青森県）
つ つ み が わこ ま ご め

○ 駒込ダム建設事業は、堤川水系河川整備計画に基づき、洪水調節、流水の正常な機能の維持、発電を目的とした

多目的ダムを建設する事業である。

○ 令和８年度当初予算では、本体工事（基礎掘削）、連絡通廊工等を実施し、事業効果の早期実現を図る。

効 果事業内容

凡例

■令和７年度まで

■令和８年度実施

■令和９年度以降

転流工工事 本体工事用地補償実施計画調査

【事業段階】

駒込ダムが完成することにより、
整備計画規模の降雨が生じた場
合においても、洪水による浸水被
害の軽減が図られる。

事業実施前 事業実施後

S44被害状況（青森市花園町）

令和８年度配分額（事業費）：１８．６億円
令和８年度実施内容 ：本体工事（基礎掘削）、連絡通廊工等

完成イメージ

ダムサイト施工状況（R7.1１撮影）

本体工事（基礎掘削）

連絡通廊工

駒込川

青森市

駒込ダム 駒込ダム

青森市

花園
花園

約10,500戸浸水家屋数 0戸浸水家屋数

こ ま ご め が わ

【流域治水の加速化・深化】 （別紙７）

補助

台風９号の大雨で堤川本支川が氾濫し、
青森市で約８千戸が浸水



効 果事業内容 令和８年度配分額（事業費）：０.７億円
令和８年度実施内容 ：詳細設計等

【治水】

重点的・集中的に地すべり対策を実施することにより、甚大
な土砂災害が発生した地域の再度災害防止を図るとともに、
交通、防災の要である国道249号を土砂災害から保全し、
地域の安全性を高め、早期復旧・復興を後押しする。

奥能登地区特定緊急地すべり対策事業（石川県）
お く の と

名舟地区深見地区 渋田地区

凡例

災関地すべり

令和 ８ 年度

令和 ９ 年度

○ 令和６年能登半島地震で発生した大規模な地すべりにより甚大な被害が生じた奥能登地区（輪島市）において、再度

災害防止を図るため、令和８年度からの新規予算制度を活用し、災害関連緊急地すべり対策事業（権限代行）で対策

を実施した斜面と同一斜面において、アンカー工等を実施し、集中的・重点的な地すべり対策を推進。

深
見
地
区

事業箇所位置図

アンカー工 施工イメージ

奥能登地区特定緊急地すべり対策事業 事業概要

法面工

災害関連緊急地すべり対策事業（権限代行）
の実施状況

名舟地区

渋
田
地
区

し
ぶ
た

名
舟
地
区

な
ふ
ね

ふ
か
み

お く の と わ じま

※R８は地すべり防止工事（災関）及び詳細設計等（当事業）を実施予定

【流域治水の加速化・深化】 （別紙８）

補助



万田排水区等大規模雨水処理施設整備事業 （熊本県荒尾市）

○荒尾市北西部（万田排水区等）は、浸水常襲地域であり、令和２年７月豪雨発生時に広範囲で大規模な家屋浸水、

道路冠水等が発生し、住民生活に大きな影響を与えた。

○既存の雨水処理施設では近年の豪雨に対応できないため、計画降雨（１/１０降雨、７０.４㎜/h）に対応できる施

設整備を行う。

事業内容

＜事業内容＞
令和８年度当初予算実施
内容 ：雨水ポンプ場増設等
3ヵ年債務工事の3年目
（令和８年度完成予定）

有明海
ありあけかい

荒
尾
駅

あ
ら
お

N

熊本県荒尾市

福岡県大牟田市

荒
尾
市
役
所

あ
ら
お

あらお

おおむた

あ
ら
お

お
お
し
ま
う
す
い

荒
尾
市
大
島
雨
水
ポ
ン
プ
場
増
設

工
事

389
国道

208
国道

至長洲町
ながすまち

令和８年度配分額（事業費）：４．１億円

位置図

万田排水区等

荒尾市公共下水道（雨水）全体計画区域図

N

効 果

■ 整備効果

荒尾市大島雨水ポンプ場の流域におい
て、気候変動の影響を考慮した見直し後
の計画降雨に対応した雨水ポンプ場の整
備である。

大島雨水ポンプ場が受け持つ流域面積
56.8haの整備が完了することにより、同

流域の浸水想定範囲の減少および最大
浸水深さの低下に寄与する。

20cm

45cm整備前

整備後

■ 浸水深の低減

凡 例

浸水軽減範囲

【流域治水の加速化・深化】 （別紙９）

【下水道】補助

＜整備効果＞
最大浸水深
（整備前）４５ｃｍ ⇒ （整備後）２０ｃｍ

ま ん だ は い す い く



補助 【水道】

【強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進】

水道広域連携推進事業 （山形県庄内広域水道企業団）

○ 鶴岡市、酒田市、庄内町（庄内広域水道企業団の構成市町）の水道事業は、人口減少等に伴う給水収益の減少、更新需

要の増大により、経営環境は厳しい状況にある。 このため、令和８年４月１日より水道事業を広域化（事業統合）し、広域水

道企業団としてスケールメリットを活かして経営基盤を強化し、水道インフラの持続性を確保する。

効 果

• 統合のスケールメリットを活かし、水運用を
見直し施設利用率を向上させることで、給
水原価が下がり、料金上昇の抑制を図るこ
とができる

• 水源の共用化による災害・渇水リスクの軽
減

• 水源水質の安定化による濁水対策の費用、
負担を解消

事業内容

令和８年度配分額（事業費）：８．０億円
実施主体：庄内広域水道企業団
令和８年度事業：
・南北連絡管の整備事業
・料金システム及びネットワーク構築
・老朽配水管の更新及び耐震化

施設利用率：1日平均受水量（㎥/日）／施設能力（㎥）

廃止予定

（別紙１０）



【リダンダンシーの確保】

• 複線化により、流量が多く、常時水位の

高い管路の水位を下げる。

• これまで水位が高く困難であった下水道

管路の点検、調査、修繕や改築工事等を

適切に実施し、下水道管路の破損等を

未然に防ぐ。

中川流域下水道施設リダンダンシー強化事業 （埼玉県中川流域）

【強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進】

○ 令和８年度から埼玉県において、事故発生時に多数の地域住民に重大な影響を及ぼす管路（重要管路）のうち、災

害・事故後に迅速に機能を確保することが容易でない管路である中川流域下水道中央幹線下流部の複線化事業を推

進する。

効 果

ｚ

事業内容

令和８年度配分額（事業費）：１０．０億円

令和８年度実施内容：
発進立坑築造 等

ヤシオシ

八潮市
ミサトシ

三郷市

凡例

■令和８年度実施

■令和９年度以降

位置図

下水道のリダンダンシー確保のイメージ図

中央幹線【複線】
内径φ3000

八潮市道路陥没
事故箇所

複線化ルートや立坑（マンホール）の位置等は現在検討中。
今後関係機関と協議の上、計画決定する。

発進立坑

ナカガワミズジュンカン

中川水循環センター

中川流域下水道

管渠（既設）

一級河川
中川

チュウ６

中央幹線【複線】
内径φ3000

工事位置
（埼玉県中川流域）

埼玉県八潮市で発生した道路陥没

（別紙１１）

【下水道】補助



兵庫東流域下水汚泥広域処理場脱炭素化推進事業 （兵庫県兵庫東流域）

【ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進】

温室効果ガス削減 60%
35,800ｔ-CO2/年→14,200t-CO2/年

固形燃料9,900t/年創出
汚泥リサイクル率0%→90%に増加
バイオガス22,000N㎥/日創出※

※FIT制度により約4,600世帯分の電力を発電

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

現状 整備後

60%
削減

t-CO2/年

位置図

兵庫東
流域下水汚泥
広域処理場
（尼崎市）

兵庫県

○ 兵庫東の焼却炉３基のうちの２基(２･３号)は、標準耐用年数を大幅に超えて老朽化が進んでいる。

○ 本事業により汚泥を処理する施設を確実に整備するとともに、バイオガス化及び固形燃料化により下水汚泥のエネ

ルギー有効利用の推進を図る。

効 果事業内容

令和８年度配分額（事業費）：６０．６億円
令和８年度実施内容：
消化施設の整備、ガス貯留設備の整備、
汚泥脱水設備の整備、固形燃料化設備の整備

焼却炉の老朽化状況

脱水施設
消化施設

固形燃料化施設

（別紙１２）

【下水道】補助

ガス貯留施設



総合水系環境整備事業（小丸川水系小丸川） 直轄 【都市水】

【流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進】

効 果事業内容 令和８年度配分額（事業費）：０．５億円

お まる がわ

イメージ

水面を活用したカヌー体験 水辺を活用した環境学習

• 水辺空間の創出により、民間事業者等が
河川環境の魅力を活かした様々な活動を
行うことが可能となり、地域活性化に貢献。

お まる がわ

○ 宮崎県高鍋町では、小丸川河川敷において水辺空間と一体となった潤いのあるレクリエーション空間の形成の他、

市民の健康づくりのためのまちづくりや環境保全活動の充実、スポーツやイベントの開催を通した交流人口の増加

を図ることを目指している。

○ 令和８年度から新規に環境整備事業を実施することで、高鍋町が目指すまちづくり計画と連携し、スポーツやイベ

ントの開催、環境学習等の体験活動の拠点となる水辺空間の整備により、地域活性化を図る。

位置図
小
丸
大
橋

小丸川→

高
鍋
大
橋

高鍋

高校

MASUDA

スタジアム

小丸河川敷広場

３ｋ ２ｋ
環境学習ゾーン

水辺利用ゾーン
（水上スポーツ等）

水辺利用ゾーン
（スポーツ、イベント等）

河跡湖

上流エリア

下流エリア

町整備

国整備

令和８年度実施内容 ： 詳細設計

※整備イメージ

※整備イメージ

凡例

“まち”と“かわ”のネットワーク
・高鍋駅、舞鶴公園等市街地および観光名所等から、かわまち

整備拠点へのアクセスを強化し、観光誘客にも取組む。

：ゾーニング ：“まち”と“かわ”のネットワーク

59,000

63,000 

55,000

60,000

65,000

整備前 整備後

かわまちづくり拠点の利用者数（人）

0

イメージイメージ

• 水辺空間を活用した活動の充実により、
観光客を含めた利用者の増加を目指して
いる。

たかなべちょう

（別紙１３）



河川工作物関連応急対策事業（信濃川水系信濃川）
し な の が わ

【インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現】 （別紙１４）

【治水】直轄

○ 新潟大堰は信濃川水系信濃川の関屋分水路河口部に位置し、洪水による新潟市中心市街地への浸水被害や日本海からの塩水遡上被害を防

ぐ役割を果たす重要施設である。

○ 分水路通水から５４年が経過し、日本海の激しい波浪の影響による老朽化が著しく、一部、ゲートを開閉するワイヤロープのシーブ（滑

車）が塩害腐食し回転不良が生じており、ワイヤロープが損傷してゲート開閉操作不能に陥る恐れがある。

○ このため、シーブ軸の更新に合わせて、耐食性の高いステンレス鋼に改良し耐久性と施設の信頼性を向上させ、地域の安全に貢献する。

せきやぶんすいろし な の が わ

新潟大堰

関屋分水路

日本海

本川下流

正面図

閘門
ゲート

主ゲート１号 主ゲート２号 主ゲート３号 主ゲート４号 主ゲート５号

魚道下流
ゲート

ワイヤシーブ交換

凡例

■令和７年度歳出まで

■令和７年度補正予算

■令和８年度歳出予算

■令和９年度以降

事業内容

主ローラ製作・交換

効 果令和８年度配分額（事業費）：０．６億円
令和８年度実施内容 ：主ゲート５号シーブ交換

位置図

新潟市西区関屋地先
せきや

回
転
す
る

シーブの回転不良

回
転
す
る

回
転
し
な
い

シーブ軸の腐食状況（他号機） 耐食性のステンレス鋼に改良したシーブ軸

改良

日本海

新潟大堰全景及び冬期波浪の様子
関屋分水路は新潟市の中心市街地、鉄道及び道

路交通網、行政機関等の主要施設を洪水被害から
守っている。

新潟大堰が機能しない場合、洪水時に信濃川本
川に洪水流が集中することで、新潟市中心部で越
水や破堤等が発生し甚大な被害となる恐れがある。

新潟大堰ゲート設備を改善することで新潟市街
地の浸水被害の防止を図り、地域の安全安心を確
保する。

新潟大堰

※氾濫シミュレーション計算により、計画高水位で破堤した
場合に浸水範囲、浸水深が最も大きくなる破堤点を想定。
（左右岸各１地点）

計画高水位超過箇所にて堤防決壊した場合の想定浸水区域



○ 沓沢地区（山梨県南アルプス市）の雪崩防止施設は、整備後約27年が経過しており、支持バーには破損が確認されるなど老
朽化が進んでいる。今後さらに施設の劣化が進行した場合には適切に施設の機能を発揮できなくなるおそれがあることから、
令和８年度からの新規予算制度を活用し、修繕の詳細設計を実施することで、雪崩防止施設の長寿命化対策を推進する。

事業内容

砂防メンテナンス事業（沓沢地区雪崩防止施設）

効 果

く つ さ わ

位置図

沓沢地区
(山梨県南アルプス市)

保全対象
・人家12戸
・市道 L=300m

被害想定範囲

市道
至早川町

至甲府市

雪崩防止施設の修繕により、施設機能を
安定的に確保し、人家12戸、市道300mを
雪崩による被害から保全する。

雪崩防止施設

雪崩防止施設

①

② ③ ④

⑤ ⑥
⑦ ⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

雪崩防止柵
（H10年頃に整備し、約27年が経過）

支持バー破損状況

支持バー破損状況

対策イメージ

市道

市道

山梨県砂防メンテナンス事業 沓沢地区における事業概要

平面図

令和８年度配分額（事業費）：７．９億円の内数
令和８年度実施内容：雪崩防止柵修繕詳細設計

支持バー破損
箇所の交換

保全対象

保全対象

【インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現】 （別紙１５）

【治水】補助
く つ さ わ



〇国土交通省では、水防法に基づき指定された洪水予報河川において、市区町村の避難情報発令等を支援するため、
洪水のおそれがある際に、雨量や水位の状況と見通しを気象庁と共同で発表している。

〇市区町村等の着実な防災対応や広域避難等を支援することを目的に、全国の一級水系において洪水予測の精度向上
を図るとともに、長期間洪水予測技術の活用を図る。

効 果事業内容

• フィードバック技術の導入による、水位予測の精度向上を検討
・ アンサンブル雨量予測技術の活用による長期間洪水予測の検討
• 計算負荷低減技術の導入による、短時間での情報量の多い洪水予測計算への改良

【国土交通省等が構築した洪水の予測モデル】
① 気象庁から降水量等のデータを提供【実況・予測】
② 降雨による河川への流出量を計算
③ ダム等の放流量を加味

④ 河川から溢れる水の量を考慮
⑤ 地点ごとの水位・流量を計算

令和８年度配分額（事業費）：２９．１億円の内数
・事業内容：洪水予測の精度向上、長期洪水予測技術の実用化検討
・対象：国管理河川（及びその上流・支川となる都道府県管理河川）
・補足：その他、夜間視認性を向上させた河川カメラの設置等により、 河川監視体制の強化

を進めている。

○ 洪水予測の精度の向上により、信頼性
の高い水位の見通し等を市区町村等へ
提供し、市区町村等の防災対応や住民
等の避難行動に繋げる。

現在

堤防天端高

○時間先

水位の観測値（実績値）

新たなモデルによる予測水位

既存のモデルによる予測水位

予測精度向上のイメージ

予測精度の向上により、着実
な防災対応等を支援！

○ さらに、一級水系のうち、低平地を有
する主要な河川では、数日先の予測の
実用化に向けた検討を進め、広域避難
等へ活用されることを期待。

高精度な洪水予測情報の提供や長期間先の洪水予測情報の活用

○現行の洪水予測システム概念図

本事業の実施内容

総合流域防災対策事業（洪水予測の高度化）
【水分野におけるDXの推進】

【治水】直轄
（別紙１６）



【上下水道施設の強靱化】

水道基幹施設耐震化事業（導水管・送水管耐震化事業） （愛媛県宇和島市）

○ 令和６年１月に発生した能登半島地震を受け、宇和島市においても、上下水道耐震化計画を策定し、急所施設の耐

震化を計画的に進めている。

○ 今回耐震化を計画している導水管・送水管は、宇和島市の給水人口(66,650人)の６割以上に影響する最重要な急所

施設であり、最優先で進める必要があるため令和８年度より耐震化事業を実施する。

効 果事業内容

位置図

令和８年度配分額（事業費）：０．８億円
令和８年度実施内容：導水管φ150 515ｍ

送水管φ100 1,100ｍ

須賀川ダム • これらの施設は、市内全体配水量の約
66％ に当たる水を導・送水する基幹管
路の一部であり、これらの耐震化を促
進することにより、災害時の長時間の
断水リスク低減を図る。

（事業完了後の耐震化率）
導水管：54.4％（+36.4％）
送水管：29.0％（+3.7％）

送水管更新φ100 1,１00ｍ

【導水管更新】
φ150～φ600 1,598ｍ

凡例

■
令和７年度まで
（耐震化済）

■令和８年度実施

■令和９年度以降

【送水管更新】
φ100～φ75 7,326ｍ

柿原浄水場

宮下浄水場

泥目水配水池

横浦配水池

曽根配水池

田之浜配水池

須賀川ダム

既設導水管路

柿原浄水場

出典 国土地理院

導水管更新φ150 515ｍ

宮下１～４号井戸

• ダム及び地下水を水源とした浄水を、
市内の人口密集地である宇和島地区
及び津島地区へ供給する最重要な導
水管・送水管である。

すかがわ

みやした

かきわら

みやした

たのはま

そね

よこうら

とろめず

嵐浄水場
あらし

（別紙１７）

【水道】補助



高瀬堰はレベル２地震動に対して健全性を確保できておらず、建設後約５０年が経過し、開閉装置の歯車の損傷などの老朽化に加

えて現行の技術基準（ダム・堰施設技術基準（案）（H28.3）を満たしていないことから、堰柱等の耐震対策及び設備更新を行う。

本事業の実施により、レベル２地震動に対しても、高瀬堰が有する治水・利水・発電放流水の逆調整の機能が不全に陥ることを防ぐ。

事業内容 令和８年度配分額（事業費）：０．２億円
令和８年度実施内容 ：耐震対策設計 等

直轄 【治水】

太田川水系高瀬堰 堰堤改良事業における事業概要

太田川水系高瀬堰 堰堤改良事業
お お た が わ す い け い た か せ ぜ き

＜堰柱耐震対策イメージ＞

効 果

高瀬堰の耐震対策を実施することにより、
レベル２地震動に対しても治水・利水・発電放流水
の逆調整機能が不全に陥ることを防ぐ。

＜老朽化状況＞

耐震対策として、鉄筋補強及び
鉄筋コンクリートの増し厚施工を実施

ゲートギアの歯当たり面が老朽化

により基準値を下回っているため、
設備更新を行う

あと施工せん断補強筋

：耐震対策設計対象（令和８年度実施）

【地震・津波対策の推進と災害対応力の強化】 （別紙１８）

あと施工せん断補強筋



○本海岸は三河湾の湾奥部に位置し、背後地は海抜ゼロメートル地帯であり、住宅のほか半島防災の要である第一次緊急輸送道路
の国道２５９号と主要地方道豊橋渥美線といった重要な交通網が整備されている。

○地震時の液状化により堤防が大きく沈下することが判明しており、浸水により背後地に甚大な被害を与えることが想定されるため、
堤防の耐震対策を行い安全度を向上させる。

豊橋海岸杉山地区（１工区） 津波対策緊急事業（愛知県豊橋市）
とよはしかいがん すぎやま

・南海トラフ地震（L1津波）に対する地震直後
の堤防沈下や、津波による浸水を防ぎ、人
家や緊急輸送道路、津波避難施設などの重
要な施設を防護する。

・耐震対策を実施することにより、発災時に大
規模地震対策施設として位置付けられた港
湾からの物資を輸送するアクセス路の遮断
を防ぐ。

豊橋海岸杉山地区

位 置 図

現況写真

CO

CO

CO

CO

捨石

B

As

Ac

(2.0%)

腹起し材

タイ材

腹起し材

鋼矢板

4000

T.P.5.00

T.P.3.10(設計津波高)

鋼矢板

豊橋海岸

沈下後堤防イメージ
沈下量4.1ｍ

T.P.0.46（沈下後堤防高）

T.P.1.04（朔望平均満潮位）

T.P.4.56

事業実施後事業実施前全工区

0ha188ha想定浸水面積

0人1,024人想定被災人口

0戸382戸想定被災人家

効 果事業内容

令和８年度配分額（事業費）：４．０億円
令和８年度実施内容 ：耐震堤防工

豊橋海岸杉山地区（１工区）津波対策緊急事業における事業概要

三河港海岸R8～補助事業区間
１工区 L＝980ｍ

天津津波防災センター

至 田原市街地

至

豊
橋
市
街
地

第一次緊急輸送道路

凡例
：令和７年度まで
：令和８年度実施
：令和９年度以降
：浸水範囲

豊橋海岸
杉山地区

大規模地震対策施設
（発災時の物資輸送の拠点）

第一次緊急輸送道路

第一次緊急輸送道路

※全工区完了後の事業効果

（別紙１９）

【海岸】補助

１

259

横断図

【地震・津波対策の推進と災害対応力の強化】



○ 激甚化している災害に対し、迅速かつ円滑な災害対応を実施するため、災害対策用機械の整備を実施。

○ TEC-FORCEや災害対策本部における災害対応の一層の迅速化を図るため、衛星インターネット装置やDiMAPS等のデ

ジタル技術を活用。

事業内容

○デジタル技術の活用により、被害の全容把握の迅速化を図る。

○被害状況等に応じた人的・物的資源の配置などが可能となり、
より適切かつ迅速な支援や二次災害の防止、復旧段階への早期移行を
図る。

○集約した被害情報等を関係機関（道路例：消防・警察・自衛隊等、
道路利用者等）にも迅速に提供することで、より一体的な災害対応を
実現。

衛星インターネット装置を活用した通信確保

【迅速な災害対応のための情報収集・集約機能の確保】
令和８年度配分額（事業費）：２９．１億円の内数
令和８年度実施内容 ：情報集約に係るシステム・機器の運用

災害対策用機械の整備、デジタル技術の活用によるTEC-FORCEの災害対応力強化 直轄 【治水】

【地震・津波対策の推進と災害対応力の強化】

DiMAPSによる災害情報の集約

効 果

↓排水ポンプ車

照明車→

【災害対策用機械の整備】
令和８年度配分額（事業費）： ２９．２億円の内数
令和８年度実施内容 ： 災害対策用機械の整備

○老朽化した災害対策用機械を更新することで、機能低下を防
ぎ、災害発生時に確実に機械を運用できる体制が確保される。

○運用中の故障リスクを低減し、広域派遣も含めた迅速かつ確
実な災害対応力が確保される 。

（別紙２０）

照明車による救命救助の支援
（令和６年台風第10号）

排水ポンプ車・照明車による緊急排水
（令和元年東日本台風）


